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研究成果の概要：現代ロシアでは、メドヴェージェフ大統領とプーチン首相による双頭政治体
制が強化されています。政治権力の集中にともない、社会では市民団体などの非営利団体の活
動が衰退しているように考えられています。しかし今回の調査では、中央集権化がすすむ一方
で、人権擁護団体や宗教組織が政治権力と真っ向から対峙しなくても、独自の運動を展開して
いる実態が浮き彫りになりました。  
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１．研究開始当初の背景 
（1）本研究の研究対象となるロシアにおけ
る非営利団体（市民団体）が本格的に登場す
るのは、ソ連時代のペレストロイカ期（1985
年以降）である。このために非営利団体の研
究は従来、ロシア国内をはじめてして日本に
おいてもほとんどおこなわれてこなかった
といえる。 
人びとの生活は一般に、職場を拠点とする
生産活動と居住地での消費活動に区分でき
る。ペレストロイカ期以前のソ連時代、社会
主義体制下で多くの人が労働者として生産
活動に専念する生活を送っていた。市民生活
で発生する問題は多くの場合、後回しにされ
た。つまり、ソ連時代に非営利団体と形容で
きるのは労働組合だけであった。ただ労働組
合は官製であり、労働者をまもるために政治
権力と対峙するような自立的な活動をおこ
なっていたわけではない。 
ペレストロイカ時代になると、ゴルバチョ
フはソ連社会の活性化という観点から、職場
から切り離された市民生活で生じる不満、批
判を積極的に提起するように訴えた。このよ
うな流れのなかで、さまざまな目的を掲げる
非営利団体（市民団体）が本格的に結成され
るようになった。人びとの権利意識の向上は、
地域社会に目をむけることで発生した。まさ
に、アメリカの 1960 年代のような「集団の
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噴出」の時代をむかえることになった。非営
利団体の登場、さらには躍進で、結果的にソ
連社会主義は危機に直面することになった
のである。 
 
（2）非営利団体はこんにちでは、ロシア連
邦の法律「社会団体について」（1995 年 4 月
採択）で市民権を得ることになった。市民の
イニシアティブで組織されることを最大の
特徴としており、名称としては「市民団体」
をはじめとして「「市民運動」「社会団体」「社
会フォンド」などを掲げ、利益を追求する営
利団体とは一線を画している。これらのさま
ざまな運動が誕生してきているにもかかわ
らず、非営利団体の研究はほとんど未着手の
状態が続いている。 
本研究の前提となる非営利団体の活動実
態であるが、ロシア連邦機構や国家の統一性
を暴力的に、非合法的に転覆することをめざ
さないかぎり、市民団体の活動拠点がロシア
全連邦主体（国内の共和国、州、自治管区、
市など）87 の半数以下の場合は、その登録の
窓口は各地方行政府である。 
半数以上に及ぶ場合にはロシア連邦法務
省で登録されることになる。 
本研究を実施するまえの 2002年 10月現在、
ロシア全土で登録されている社会団体は 16
万 2000件に達し、未登録を含めると 30万件
を超えると見込まれている。ただロシア政府
はその実数について公表しておらず、どこま
でもロシアの新聞、雑誌が報じる数にしかす
ぎない。 
 
（3）本研究の調査開始時、ロシア大統領は
プーチンであり、かれの支配を頂点とする一
元的な政治体制を確立する動きがみられた。
非営利団体の活動といえども、プーチン体制
に反対、または異議を唱えることはむずかし
いのが実態であると予想した。プーチン体制
を下支えするような、いわば人びとの動員的
な機能を担っているにすぎないと仮説をた
てた。 
 
２．研究の目的 
（1）ロシア政治を政局の観点から分析する
のではなく、社会の基層に着目することで、
ロシア政治を動かしている社会的な要因と
しての非営利団体の実態を解明することに
研究の主要目的があった。つまり本来、政府
などの政治権力機関から自立した活動を展
開できるはずの非営利団体の動向を分析す
ることにより、ロシア現代社会の民主化の度
合いを可視的に考察しようというのが、本研
究の目的である。 
 このような実証研究は、ロシア国内だけで
はなく欧米諸国でも実施されておらず、この
点で画期的なテーマとなった。 
 
（2）実証研究をめざすかぎり、どこまでも
非営利団体の活動実態に迫ることを本研究
の目的にした。数字や統計、さらにはロシア
語でかかれた書物、論文だけを手かがりにす
るのではなく、活動を担っている職員、さら
には非営利団体に頼ってくる人びとにもイ
ンタビューし、ロシア社会で生きているかれ
らのメンタリティーの分析も研究目的のな
かに含めた。 
 
３．研究の方法 
（1）本研究では、三年間におよぶ調査期間
にモスクワ市を 9 回訪問した。日本国内では
手に入らない一次資料を入手し、それをもと
に関係者にインタビューをとり、徹底的な実
証研究に努めた。 
 
（2）一次資料にかんしては、訪問先で入手
したのは非営利団体職員の間で回覧されて
いる内部資料がほとんどである。この点で、
資料的には第一級の価値がある。 
さらに入手した資料のなかには職員が自
分のために書き留めておいたメモ書きが含
まれている。つまり、なにも加工されていな
い原本となる資料を入手した。これらの一次
資料を活用することを研究の主要な方法と
した。 
 
（3）このような一次資料をみつけるために
は、当事者へのインタビューが不可欠であっ
た。訪問先は当然図書館とちがって、資料が
体系的に整理されているわけではない。また
資料を検索できるようにファイル化されて
いるわけでもない。 
このような状況のなかで、わたしが必要と
している資料を発見するには当事者に直接
インタビューしながら、その回答のなかから
見当をつけながら、資料を見つけ出すという
作業をおこなうことになった。 
 
４．研究成果 
（1）本研究の成果のひとつとして、非営利
団体はその規模と活動内容において、おおき
く二つに分類できることがわかった。 
そのひとつは、活動範囲がロシア全土に及
び、多数の市民が参加する形態である。政治
制度改革運動にはじまり、自然保護運動（た
とえば環境問題など）、差別撤廃運動、さら
には平和運動などが典型的な事例である。 
たとえば「ロシア人民戦線」「民族愛国戦
線」「歴史啓蒙協会」「チェルノブイリ同盟」
「アフガニスタン兵士同盟」「チェチェン紛
争に反対する女性を中心に結成された「兵士
の母の会」が活動している。 
この「兵士の母の会」は、病気の青年が強
制的に徴兵されることに反対し、毎年 2000
  
人の兵士が戦闘地で病死しているという数
字をおしえてくれた。 
 もうひとつの非営利団体のタイプは、活動
目的が特定のせまい地域で生じる問題に限
定される形態である。市民運動といっても、
住民運動にちかい形である。住民の地域社会
への関心の高まりのなかで、この種の非営利
団体が台頭している。 
たとえば公害をまき散らす工場の操業停
止や高層アパート建設反対を要求する運動
があれば、身体障害者への社会保障の充実や
学校教育の改善、さらには居住地周辺の緑化
を身近な地元自治体に求める運動もある。こ
のような市民運動は地方自治体の怠慢行政
を非難することが多発しており、行政職員と
の間で軋轢を生んでいる。 
 
（2）ロシア全土で登録されている非営利団
体の正確な数は未公開である。だがモスクワ
市内の社会調査研究所を訪問し、インタビュ
ーした結果、モスクワ市内では 2007 年現在、
1695 団体、サンクト・ペテルブルグ市で 1279
団体が正式に登録されている。 
 このなかには、たとえば登録せずに活動し
ている団体、または名称だけは非公式団体を
掲げているが、実体として活動していないも
のは含まれていない。このような数字は、本
研究で明らかになった貴重な数字であり、非
営利団体の全体をしるうえで重要な情報と
なった。 
 
（3）本研究の現地調査では、モスクワ市に
開設されている人道支援団体「移民センタ
ー」を訪問し、その活動実態を調査した。こ
のような調査は、これまでなかった画期的な
ものとなった。 
この移民センターは、1993 年にモスクワ
市の都心から 2キロほどに事務所を開設され
た。旧ソ連構成国からの難民や出稼ぎ労働者
への人道支援活動を展開している。 
移民センターのスタッフは 10 人ほどで、
センター長はガヴハル・カンジーロヴナ・ジ
ュラーエヴァ、彼女をトップに 3 人の弁護士、
1 人の医師、3 人から 5 人ほどのボランティ
アがさまざまな相談に無料で対応している。
ロシア国内の出稼ぎ労働者数は 1500 万人と
いわれており、かれらを支援する組織がいか
に脆弱なものなのか、その実態に驚くことに
なった。調査したかぎり、この種の非営利団
体は移民センターのほかにモスクワ市内に
存在していない。 
この移民センターに持ち込まれるのは、中
央アジア諸国からの出稼ぎ労働者がかかわ
る問題が中心である。というのも、かれらの
労働条件は過酷なうえに警察官からの賄賂
の強要やスキンヘッドグループの襲撃の対
象になることが多いからである。ウクライナ
人やモルドヴァ人、カフカース出身者からの
相談も受けつけているが、これら中央アジア
以外の出身者の訪問者数は全体の 10 パーセ
ントにすぎないという。 
 この移民センターが実際に出稼ぎ労働者
にできる支援内容は、とても限定的である。
モスクワ市内を中心に、市内の民族グループ
を紹介したり、関連大使館に通報したり、病
院をふくむ医療保険機関を紹介したりする
程度である。 
 この移民センターの調査で明確となった
のは、非営利団体が自主的に活動するといっ
ても、資金源をどこに求めるのか、そして移
民センターがどこまで当事者を支援できる
かという支援の枠組みが確立、整備されてい
ないという問題点である。 
現代ロシア社会が市民社会に移行するに
は、自立的な非営利団体の活動は不可欠な要
素であるが、その問題点が移民センターでの
調査で浮き彫りなった。 
 
（4）本研究の現地調査ではモスクワ市内の
ロシア正教会を訪問し、教会の慈善事業の実
態を調査した。ロシア正教会の内部に入り込
み、その実態を調査したのはロシア国内の研
究をふくめて、本研究がまちがいなく最初で
ある。 
2008 年 9 月以降の金融危機をうけて、ロ
シア人のなかには失業者が急増している。失
業者はロシア全土で、1000 万人をこえると
推定されている。失業者への支援が政治の急
務となっているが、現実にはほとんど施策が
実行されていない。政府の支援が失業者にと
どくことは少なく、人びとは困窮をきわめて
いる。 
そのような人びとへの救済に、教会がのり
だしている。生活に苦しむかれらに教会の仕
事を提供し、その代償として食事や最低限の
賃金を渡している。必要に応じて、教会内の
施設を宿泊所として提供している。 
また教会は、教会の資金をつかって老人ホ
ームを建設したり、ストリートチルドレンを
救済するために孤児院を建設したりしてい
る。 
このようにロシア正教会は生活に困った
人びとへの積極的な支援活動を展開してい
るが、同時に問題点も浮き彫りになっている。
ロシアの連邦法では、税金や公共料金の支払
いにかんして非営利団体に十分な優遇措置
が施されていないのである。非営利団体が活
動綱領に記載している建物の利用に限定し
て優遇措置は設けられているが、それに関連
する建物や施設については営利企業と同様
な扱いとなっている。 
このために、非営利団体の活動はもともと
営利を目的にしていないために資金が脆弱
であり、そのうえに優遇措置が不十分なため
  
に運営の危機に直面している教会をふくむ
非営利団体が多いことが判明した。 
ここで補足しておきたいのは、ロシア正教
会は資金不足を少しでも解消するために、
1917 年ロシア革命以前に所有していた建物、
不動産（220 万ヘクタール）の返還を、ロシ
ア政府に求めている。まだ返還手続きは実際
には順調に進んでいないが、ロシア正教会は
返還された建物や土地を売却し、その売却金
を活動資金にあてている。 
 このような財産の返還は同時に、政治権
力との癒着を生んでいる。ロシア正教会が活
発な活動を展開するには資金が必要であり、
それを獲得するには政治権力者との良好な
関係を確立することになる。この点において、
教会と政治権力の関係は、ロシア社会におけ
る非営利団体の今後の動向を分析する際の
ひとつの視点となる。 
 
（5）こんにち政治的な権限を強化している
ようにみえるメドヴェージェフ・プーチン双
頭政治体制であるが、政治権力との間に距離
をおいて自立的な活動をめざす非営利団体
は、資金面でおおきな制約をうけている。 
その一方で、ロシア正教会のように慈善活
動を活発に展開するには政治権力と密接な
関係を樹立しなければならない。 
ロシア社会において、いまだにソ連時代の
ように土地、そして多くの建物が国有財産で
あるかぎり、非営利団体の育成、さらには発
展にはおおきな制約がたちはだかっている。
非営利団体の成長、さらには市民社会への移
行を考察するには、財産の国家独占状態がど
のように崩れていくのかをみていくかが重
要である。この視点は、今後の重要な研究テ
ーマとなる。 
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